
デジタル変革が非常に破壊的なものであるため、デ
ジタル変革を確実に予想通りに実現化するために必
要な取り組みの度合いを考慮すると、取締役会のIT
委員会が、デジタル変革を監督する手段の鍵となり
ます。今日のデジタルの猛襲の下、監督する組織を
持ちこたえさせるためには、取締役会体制の中でど
のような課題を克服する必要があるのでしょうか？

取締役会レベルでのITガバナンスの実現化
に遅れ
最大68パーセントのITプロジェクトが失敗に終わる
と報告されています。4 ITの失敗は、リソースの浪
費と成功したITによって実現されたであろう機会の
損失という形で、株主の利益を損ないます。デジタ
ル変革と呼ばれるイニシアチブでは、この失敗の割
合は,増加しないまでも、間違いなく続くことになる
でしょう。

ITの失敗によるリスクを回避するため、取締役会
にIT能力を備える必要性が、世界中でより明白に
なっています。組織の戦略的な成功と持続可能性
が、組織によるITの成功にかかっている場合には
特にそうです。図1は、ITガバナンスの発展を表し
ています。

最終的には、IT委員会を設けた巨大組織の増加に
よってIT委員会が実証されるに従い、正式なITガバ
ナンスが実現しています。しかしながら、取締役会
からのコーポレート・ガバナンス研修会が催され
る1日を含む最近の取締役会後の会議において、研
修会のホスト国であるカナダでは、IT委員会につい
てほとんど耳にしたことがないというのが一致した
意見でした。

取締役のデジタルリテラシーに依然として
大きな課題が残る
残念なことに、最近の取締役会のイベントで出さ
れた質問に対する取締役からのほぼ全会一致の答
えは、ITの支出規模やITのオペレーショナルリス
クへの貢献度が、どちらも別のIT取締役委員会の
設立を正当化できるほど著しいものではない、と
いうものでした。これは、これまでのところ「彼
らの階層にIT専門家がいなくても、取締役会が企
業の指揮と統制をうまくやっているように見える」
からでしょうか？15

デジタル変革ですか？
取締役会の準備が整ってい
ません

Guy Pearce、CGEIT
過去10年間において、銀行業、金融サービス業、小売業、および非営利団体
の取締役を務めてきました。また、多国籍の小売信用ビジネスでは最高経営
責任者を務め、2008年に起こった世界的な金融危機の後には、組織を利益
へと導きました。データやITに関連した多数の記事を発表しており、コーポ
レート・ガバナンス、ITガバナンス、データガバナンスおよびリスクのコン
サルタントを務めています。

特集記事

取締役会（BoD）は、デジタル変革に向けた組織の
指示及び誘導に関与する必要があり、その途中にお
ける少なからぬリスクシナリオに絶えず注意を払う
必要があります。デロイトトーマツの記事には次の
ように記述されています：「取締役会は、専門知
識、判断、健全な懐疑心、そして長期的な価値に対
する関心をもたらすことで、デジタル変革の過程に
おいて重要な役割を果たす。」1

しかしながら、問題は、全般的なITを監督する準備
ができておらず、取締役会がデジタル変革の監督な
ど全く気にしていないことにある。実際、「取締役
会の80パーセント以上が、ビジネス技術を効果的
に管理し、企業レベルでの戦略的な利益と財務リタ
ーンを実現するために必要なスキルと知識に欠けて
いる」だけでなく2、国際的なコーポレート・ガバ
ナンス規範にも、デジタル・リーダーシップについ
て顕著に言及した部分はまだありません。3

Do you have 
something 
to say about this 
article?
Visit the Journal
pages of the ISACA®

website (www.isaca.
org/journal), find the 
article and click on 
the Comments link to
share your thoughts.

https://bit.ly/2n0wImJ

ISACA JOURNAL VOL 5 1



こういった取締役らは、デジタル変革やデジタル
革新について公然と口にしており、その過程にお
いて生じる過大な組織への影響やリスクには気づ
いていないようです。そしてもちろん、これらの
リスクにはITも含まれます。このリスクは、取締
役会がIT（およびデータ）ガバナンスにおける自
らの役割を認識できていない場合に更に増加しま
す。この全体的に不十分な回答の背後には、多く
の要因があります。

米国の取締役のほとんどは独立しています。これ
は、主にサーベンス・オクスリー法（SOX）によ
って2002年以降に推進された状況です。16 スペン
サースチュアートによると、S&P 500社の取締役の
うち、実にその85パーセントが2007年以降独立し
ており、2017年には、これらの取締役の平均年齢
は63.1歳でした。17

世界経済フォーラムから取締役に対する質問には、
取締役会がデジタルに精通しているか、複数の年代
層にわたっているか、そして急速に変化するビジネ
スや技術に対する主題にアドバイスできるだけの十
分な専門知識を持っているかなどがありました。18

McKinseyの調査によると、デジタルに対する知識
では、デジタルに関する話題を上層部経営者と有意
義に行えるだけの十分なデジタル専門知識を有する
取締役会はほとんどないことがわかりました。19

その一方で、63.1歳というS&P 500社取締役の平均
年齢は、複数の年代層にわたっているといえるも
のではありませんでした。

これは、公開企業860社の取締役を対象にした、ハ
ーバード大学法学大学院フォーラムが実施した調
査結果を裏付けるものでした。20 取締役会メンバ

世界経済フォーラムから取締役に対する質問
には、取締役会がデジタルに精通しているか、複
数の年代層にわたっているか、そして急速に変化
するビジネスや技術に対する主題にアドバイスで
きるだけの十分な専門知識を持っているかなどが
ありました。』

『

図1—ITガバナンスへの道のり
年度 アクティビティ
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Harvard Business Review5が以下を発見：
知識を備えたITガバナンス組織はなかった。
ITの支出と戦略を理解している取締役会はほとんどなかった。
運営におけるITへの依存の程度を理解している取締役会はほとんどなかった。
ITが組織の戦略的パフォーマンスにどの程度の影響を与えるのか理解している取締役会はほとんどなかった。

スイスに拠点を置く国際基準組織、国際標準化機構（ISO）が（国際電気標準会議[IEC:International 
Electrotechnical Commission]と共同で）、企業のITガバナンスの世界基準となるISO/IEC 38500:20086、を発行。
最新板はISO/IEC 38500:2015。
南アフリカの有名なコーポレート・ガバナンス規範であるKing III7にITガバナンスに関する章（第5章）が含ま
れた。ITが実際に組織の戦略目標を継続して支援できるように、取締役会が保証を提供する責任が強調され
ていた。
バーゼルのBCBS239規則8で、グローバルなシステム上重要な銀行（G-SIB）の取締役会が、規制リスク報告に
関連するデジタル資産イニシアチブを具体的に推進することが要請された。
CFO マガジンが、IT委員会について米国で耳にしたことがないと報告。9 ISACAの国際ITガバナンスフレームワ
ークであるCOBIT®5と10、 KING IIIで提示されたITガバナンス原則との間の関係が、ITガバナンスとコーポレート・
ガバナンスの関係性に関するCOBIT Focusの記事で引用された。11

世界的な経営者向け調査及びリーダーシップのコンサルティング会社であるスペンサースチュアートは、
監査委員会のメンバーの66パーセントが、シニアITエグゼクティブが取締役会に報告するのは「時折」だけ
だと答えていることを発表した。決定的なことに、IT委員会が不在の中で組織におけるIT監督の大部分を実
施している監査委員が、単にIT監督に適した人材ではないことがわかった。12 これは、IT委員会が存在する企
業が、S＆P（Standard＆Poor）500社の内のたった42社のみにとどまっていた時期でもあった。13

ISACA®が、フォーチュン500社のうち23社のみが、独立したIT委員会を設けていることがわかったと記事で
公開した。14 当時の収益は4,760億米ドルだったウォルマートが、そのリスト中でIT委員会を持つ最大規模の
企業として際立っていた。
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ーの多くが、以下の理由でITの監督に不安を感じ
ており、平均年齢は63.1歳でした：

取締役会メンバーのほとんどの経歴はデジタル世•
代以前のものである。

実際に、 ITの職務経験がある役員は非常に少•
ない。

ですから、一般的に取締役会がITガバナンスの強化
を望んでいないのではなく、現職の取締役に、ITガ
バナンスやIT委員会さえもが必要な理由やその時期
を認識するために必要となるスキルや経験がただ
単純にないということになります。取締役会が取
締役会内にITのスキルを持たないことで、監査委員
会からのよくある一般的な監査質問事項を超えた、
ITの厳密な監督に関する質問ができなくなること
で、取締役会の過失になる可能性はあるのでしょ
うか？答えは「はい」です。取締役会には、ITに精
通するという信任義務があります。

デルタ航空の安全・危機管理委員会の副議長は、簡
潔にこう述べています：取締役会は、適切な素質、
適切な技術、および適切なプロセスとともに準備さ
れる必要があるが、取締役会のほとんどは、これら
の要素のほとんど、またはすべてで未達である。21

株主が、年次総会（AGM）で取締役会メンバーに投
票する際に、考え直すべき時が来ています。

本セクションの冒頭に掲げられた質問に対する取
締役からの回答は、受け入れがたいものです。し
かしながら、次のセクションで説明する通り、IT
ガバナンスの支持者には同意しがたいもう1つの、
全く別の次元の見解が取締役からの回答の中には
隠されています。

デジタル変革のガバナンスにはITコスト以
上の懸念がある
前のセクションで提起された質問に対する取締役の
回答を理解する鍵は、「使う」（コスト）という彼
らが使用した具体的な言葉にあります。コストは、
デジタル変革よりも、運用上のITにより関連してい
ます。ここから考えられることは、取締役は（コス
ト及び）機会ではなく、コストというレンズを通し
てITを見ており、このために監査委員会がITを「監
督する」ことが容認されていることがわかります。
しかしながら、図1に引用されている結果を踏まえ
ると、監査委員会によるITの管理は不十分なもので
あり、デジタル変革が目的である場合には特にその
傾向にあります。

コストによって管理する取締役は時代遅れであり、
これらの組織では、明らかに将来を考慮した公式コ
メントをしていたとしても、実際にはデジタル変革
が実施されていないことが考えられます。

サイバーセキュリティ、競争力、戦略的統合、そし
てさらにデジタル変革：ITはずっと以前から、プロ
セスの自動化（にかかるコスト）よりも、組織の持
続可能性と戦略的ポジショニングに大きく関与して
きました。もしこれが依然として取締役会のガバナ
ンスの焦点であるのなら、取締役の多くが前述のデ
ロイトトーマツが言及した 潜在的に非現実的な
「長期的価値に対する懸念」を達成するITの役割を
実際に見分けられるかどうかは疑問です。

推薦事項と結論
KING III、ISO/IEC 38500、及びCOBITによって推進
されてきたITガバナンスは、2008年以来ISO/IEC
38500によって公式化されています。ITが組織内で
単に運用されているだけであれば、ITガバナンスを
監査委員会のコストとリスクの規定以上に拡張させ
る必要はありません。しかしながら、ビジネスがIT
に戦略的に依存している場合は（デジタル変革の意
味合いも含めて）、ISO/IEC 38500に準じて取締役
には3つの重要な責務があります。

組織戦略の観点から、ITのパフォーマンスを継続•
的に評価すること

ITのパフォーマンスが組織戦略を損なうようなこ•
とがあれば、ITの方向性を絶えず修正すること

組織戦略が株主に対する確約のとおりに確実に遂•
行されるように、ITのパフォーマンスを継続的に
監視すること

世界のコーポレート・ガバナンス規範内で、
デジタル・リーダーシップに関する主要な話し合
いがされていないだけでなく、取締役には、デジ
タル変革のイニシアチブを適切に管理するスキル
と能力がまだないようです。』

『
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このようなビジネスクリティカルな問題は、効率的
に管理するには時間がかかるものであり、IT委員会
に任せるのが無難です。ウォルマートなどの組織に
見られるように（取締役会レベルの専門のIT委員会
が設立されています）、ITについての話し合いは、
コストとリスクについての基本的な監査の主題の枠
を超えて長いあいだ拡張されてきたことは間違いあ
りません。IT委員会は技術的なものだという結論に
いたるように思えますが、そうではありません。
前段落に記載されている責務や、ITを利用した競争
力、変革、持続可能性などの主題は、明らかに戦略
的なものです。

ITガバナンスはこの10年間をかけて成熟し続けてい
ますが、その道のりはまだまだ長いものです。世界
のコーポレート・ガバナンス規範内で、デジタル・
リーダーシップに関する主要な話し合いがされてい
ないだけでなく、取締役には、デジタル変革のイニ
シアチブを適切に管理するスキルと能力がまだない
ようです。

この状況を打破するには何が出来るでしょうか？一
般的に言えば、まず初めに、取締役は株主が年次総
会（AGM）で選出しています。就任に期限がある
組織であれば、デジタル変革に関わる役割やリスク
について新しい視点を持つ新任の取締役と交代する
べきです。一般的に、株主は株を所有する取締役会
の現在の取締役を、ITに精通した取締役と交代させ
るために必要な権力をある程度持っています。

問題はそうしたいかどうか、それとも、長期的な持
続可能性よりも、短期的な利益（株価の上昇）の推
進の方が重要かどうかです。22 それがどのような意
図や目的であれ、この2つの目的は両立しないよう
に見え、ここからいくつかの問題が発生します。

デジタル変革の観点から、
ITには専任のIT委員会によって
のみ可能となる、特別なガバナ
ンスの度合いが必要であること
が理解されました。

『

』

トンネルの先に光が見え始めたため、著者の企業の
取締役会では、デジタル変革を通した持続可能性に
は、より範囲を広げた監査またはリスク委員会の議
題にただ議題として取り上げる以上の扱いが必要と
なることが、満場一致で理解されました。デジタル
変革の観点から、ITには専任のIT委員会によっての
み可能となる、特別なガバナンスの度合いが必要で
あることが理解されました。
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